
中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」①

○用地取得や施設整備に全力を尽くすことにより、

「復興・創生期間」の最終年であり、復興五輪と位置づけられる2020年
東京オリンピック・パラリンピックが開催される平成32年度までに、500万
～1250万ｍ³程度の除染土壌等を搬入できる見通し。これにより、

①少なくとも、身近な場所にある除染土壌等
（注１）
に相当する量の

中間貯蔵施設への搬入を目指す。
（注１）住宅、学校などにおける現場保管量 約180万m³（平成27年12月31日時点の実績値）

②さらに、用地取得等を最大限進め、幹線道路沿いにある除染
土壌等

（注２）
に相当する量の中間貯蔵施設への搬入を目指す。

（注２）高速道路沿道から500m／国道・県道沿道から100m以内の仮置場の保管量 約300万～500万m³
（推計値）

※ 実際に、どの仮置場等から順番に搬出するかは各市町村の判断による。
※ 本見通しは、中間貯蔵事業の進捗状況を踏まえ、必要に応じて随時見直しを行う。
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年
度

用地取得（累計） 輸送量（累計）
除染土壌等の発生量（累計）

27
２７年３月 搬入開始

22ha程度
５万ｍ³程度

＜1060万ｍ³程度＞
※実績値（平成27年12月31日時点）
※保管量と搬出済量の合計値

28 140~370ha程度 20万ｍ³程度
約1600万～2200万ｍ³
＜約1870万～2800万ｍ³＞

29 270~830ha程度 50万~70万ｍ³程度

30
相馬福島道路霊山～
相馬ＩＣ開通（目標）

大熊ＩＣ整備完了（目標）
400~940ha程度 140万~250万ｍ³程度

31 双葉ＩＣ整備完了（目標） 520~1040ha程度 300万~650万ｍ³程度

32 ７月 東京オリンピック・
パラリンピック 640~1150ha程度 500万~1250万ｍ³程度

以下のうち、中間貯蔵施設以外で処理
が困難なものについては搬入することと
なるが、上記の除染土壌等の発生量に
は含まれていない。
①特措法外土壌等70万ｍ³ 程度
②中間貯蔵施設整備に伴い発生す
る廃棄物40万ｍ³程度（①②ともに
焼却後。今後大幅な増減の可能性
あり）
③その他現時点で定量的な推計が
困難な帰還困難区域の除染、現在
の除染計画終了後のフォローアップ
除染 等

＜推計の考え方＞
○用地取得については、これまでの地権者の皆様への説明状況等を踏まえ、幅をもって推計。
○施設整備については、まとまった面積が必要であるため、取得面積のうち３分の２を施設整備に使用できると想定。搬入可能量は、
保管場１万ｍ³/ha、貯蔵施設14万ｍ³/５haとし、保管場から徐々に貯蔵施設に移行する想定。
○事業者との契約から施設稼働までに要する概ねの期間：保管場３ヶ月、受入・分別６ヶ月、貯蔵１２ヶ月、焼却１８ヶ月
○大熊・双葉ＩＣ等の道路インフラ整備が計画的に進むことを前提に、道路ネットワーク面からの最大輸送可能量は、大熊・双葉ＩＣ供
用開始前は200万ｍ³/年、大熊ＩＣ供用開始後双葉ＩＣ供用開始前は400万ｍ³/年、大熊・双葉ＩＣ供用開始後は600万ｍ³/年と推定。

中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」②

※ 本見通しは、中間貯蔵事業の進捗状況を踏まえ、必要に応じて随時見直しを行う。

＜＞は焼却前の量

※実績値（平成28年３月25日時点）

※平成25年７月時点の除染実施計画等に基づく
推計値

（６月まで：350万～800万㎥程度）
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パイロット（試験）輸送 段階的な本格輸送

５万ｍ３程度 １５万ｍ３程度

（仮
称
）双
葉
Ｉ
Ｃ
供
用

累積輸送量見通し（最大）

500（32年度末）

累積輸送量見通し（最小）

（仮
称
）大
熊
Ｉ
Ｃ
供
用

1250（32年度末）

中間貯蔵施設に係る「当面５年間の見通し」のイメージ
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